『リスニングアメリカ経済』
A：女性声優　　B：男性声優

プロローグ
A「また聴きたいことがあって伺いました」
B「今度は何かな？」
A「私、前に教えていただいて日本の経済はそこそこ詳しくなったと思うんです。もしよければ、アメリカの経済についても教えてほしいんです」
B「アメリカ経済かぁ。確かに、日本経済とアメリカ経済の関わりは深いからね」
A「2020年11月の選挙ではバイデンさんがトランプさんに勝ちましたよね。民主党政権になるんですけれど、共和党政権と民主党政権のどこが違うか、日本から見ているとわかりません」
B「なるほど。他国のことになると、どうしてもわかりにくいよね。日本では2016年にトランプ大統領が当選した時、日本では経済がオカシクなるなど、めちゃくちゃに言われていたね」
A「そうなんです。最初はトランプさんが大統領になったら大変なことになるって感じでした。でも、安倍首相がトランプ大統領と仲が良くなったら手のひらを返したように日本ではトランプ大統領を評価し始めたりして･･･」
B「日本のマスコミも、そうした流れだったね」
A「でも、トランプ大統領の経済政策の中には成功したものも多数ありました。ということは、当選後に彼がめちゃめちゃ言われていた時、彼の言葉の中には正しいこともたくさん含まれていたんじゃないですか？　当時、そのことを発言できた日本の経済学者ってほとんどいませんでしたよね」
B「経済学者にとっては耳の痛いことを言うね。でも、例えば、うちの先生なんかは、トランプ氏の訴えていたことは荒唐無稽ではなく、まさしく経済学の基本通りだって言ってたよ」
A「そうだったんですか？　その先生はなんて言っていたんですか」
B「先生の考えに僕も賛同したよ。じゃあ、それをこれから話してあげよう」
A「お願いします！」
B「まず、オバマ政権とトランプ政権のアメリカ経済を簡単に振り返っておこう。2009年から2016年までに行われたオバマ政権による経済政策も、少し前のことになってしまったからね。忘れてしまったんじゃないかな？　2017年から2021年1月まで世界中を騒がせたトランプ大統領の第1期政策も、どこにポイントがあるのかわかりにくかった人も多かっただろうね」
A「特にトランプ政権の経済政策については評価する人と評価しない人に分かれていますよね。でも、経済の状態を表す経済指標という面では、よくなったという印象はありますよ」
B「多くの日本人がトランプ大統領の経済政策のポイントを理解することなく、1期が終わってしまったという感じだね」
A「私も、アメリカ・ファーストの政策で自分の国だけを良くしようとした印象が強いです」
B「トランプ大統領の政策は、実はとてもわかりやすいと思う。だから僕の先生も「経済学の基本通り」とおっしゃったと思うんだ」
A「何やっているかわからなかったあの政策が、経済学の基本通り･･･なんですか？」
B「そうなんだ。だから経済指数が上向いたともいえると思うよ。トランプ政権では、大きな政府の立場から、“需要面の充実”と、産業の生産体制をとにかく整えるという、サプライサイド経済学でいうところの“供給面の充実”の両方を行ったんだ」
A「ちゃんと経済理論に従ったことをやっていたんですね。意外です」
B「前者は大きな政府の立場、後者はサプライサイドエコノミクスといって小さな政府の立場なんだ。政府が経済に大きく介入するという考え方が大きな政府の立場で、市場（しじょう）の力に任せておくのが小さな政府の立場だよ。彼は両方を行ったといえるね」
A「どういうことですか？　教えてください」
Ｂ「簡単に復習しようか」

第１章　小さな政府と大きな政府
1． 小さな政府
Ｂ「小さな政府は政府が経済に介入しないで、市場（しじょう）の力に任せるという考え方なんだ。新古典派やサプライサイド経済学と呼ばれる経済理論がこれにあたるね」
Ａ「聞いたことあります。アダムスミスですよね？　アダムスミスの「見えざる手」という表現･･･。市場には見えない力が働いていて、放っておいても効率的な運営がなされるという」
Ｂ「そうだね。市場では、価格が需要と供給を調整する力を持っている。供給した量、つまり、企業なんかが生産した製品は、価格が下がったり上がったりすることで、すべて売り尽させると考えられているんだ」
Ａ「その価格調整機能が「見えざる手」の正体なんですよね？　今は、経済学で見える化されちゃっていますけれど」
Ｂ「この価格調整機能をもった市場（しじょう）の構造こそ、競争が働く「市場経済」だね。このように市場で競争が働くことを「市場原理」や「競争原理」というんだよ」
Ａ「政府は、経済の市場に余計な手を出さず、自由放任にしておくとよいんですよね？　そうすれば、市場は自分の力で調整されるんですよね？」
Ｂ「企業などの供給者が、自分の製品を売れるよう努力し、サービス競争が起こり、切磋琢磨され、経済が伸びていく。このような考え方を「小さな政府」というんだ」
Ａ「「小さな政府」の考え方の下では、市場は自由になり、いろいろな企業が生まれ易くなりますよね。政府が産業を守っていると、新しいアイデアが生まれず、新しいアイデアを持った企業が市場に参入しにくくなってしまいますよね。だって、新しいアイデアの産業を政府が守ってくれないわけですもの。守られている産業に比べて脆弱になってしまいます。だけれど、市場がみんなに開かれていれば、優れたアイデアを持った企業はどんどん市場に入ってこられますものね」
B「この市場原理をもっとも成功させたのがアメリカなんだ。マイクロソフト社、アマゾン、フェイスブックなど、数十年前には、ほとんど知られていなかった企業が今やアメリカ経済、いや全世界の経済をリードしている。未知なる企業に道を開く、それが市場経済のすばらしさで、今は名もない企業が二年後、三年後にその国の経済を支えているかもしれない。このようにアメリカンドリームを次々に実現させたアメリカ経済は、市場経済の力をうまく利用した成功例と言えるね」

２．大きな政府（＝クラシカルケインジアン）
B「ときに市場原理は機能しなくなることがあるんだ。失業者がたくさんいる社会では、企業が商品を生産してもそれらをすべて売り尽くすことができない。価格が安くなっても失業者はお金がないので買うことができない」
A「そのときは「小さな政府」の考え方のように、市場は調整機能を持たないんですね」
B「そうだね。そのまま放っておいたら、社会では失業者の存在が経済を悪化させ、さらに失業者を生み出すという悪循環になってしまう。市場任せではいられないので、需要を増やして供給を増やし、経済を良くしていかなければならない。そのためには政府が需要を増やす手助けをしなければならない」
A「その一つが、公共事業なんですよね。最初の公共投資が、いろいろな分野で、最初の公共投資額以上の需要を次々作りだし、それが波及して、生産も増え、雇用が増えていく仕組みでしたよね。覚えています！」
B「そう。そして、その結果、経済の状態が改善されるんだよね。このときの考え方を「大きな政府」と呼ぶんだ。経済において政府が需要を作り出すという重要な役割を果たすんだよ」
A「不況になると景気刺激策として公共事業が重視されるんですよね？」
B「そうだね。小さな政府と大きな政府の考え方を復習したところでアメリカ経済について説明しよう」


第２章　オバマ大統領時代
１．オバマ政権と失業率
B「トランプ政権やバイデン政権の経済政策について理解するには、まずその前に政権を担当したオバマ大統領の政策を理解して、それに基づいてトランプ政権やバイデン政権の経済政策を考えることが大切だと思うよ」
A「よろしくお願いします」
B「2009年、オバマ政権の誕生時はリーマンショックの直後であり、失業率も高く深刻な不況だった。2008年のブッシュ政権時に5.80％だった失業率はオバマ政権時の2009年には9.28％にまで跳ね上がった」
A「2008年のリーマンショックの影響ですね」
B「リーマンショック後に9％以上だった失業率は、2016年にはなんと4.88％にまで低下したんだ。これは2007年のリーマンショック発生前の水準にあたる」
A「ということは、オバマ政権はリーマンショック後の経済不況を元に戻したと言えるんですね」
B「そういうことだね。オバマ政権ではまずリーマンショック後の不況からの復興が課題となった。その復興を実現させた背景を話していこう」

２．オバマ政権の基本的理念
A「まずオバマ大統領の基本的な理念を教えてください」
B「いまやアメリカ経済といえば、経済格差の大きさが特徴になっているね。富める者はより一層富み、貧乏な人はより一層貧乏になった。その格差の幅を狭めようとしたのがオバマ政権なんだ。オバマ政権の理念は「中間層重視の経済学」だった」
A「アメリカの経済格差ってすごいですものね」
B「1980年の中所得者は全体の59％だったのに、2011年には51％というように、その層が次第に少なくなり、高所得者、低所得者の割合が増していったんだ。その30年間で高所得者層は3％が８％となり、低所得者層が17％から20％となった」
A「その理由は何ですか？」
B「中所得者層が衰退してしまった理由の一つに、住宅価格の下落があげられる。中所得者層の財産で大きな割合を占めるのはなんといっても住宅だよね。2006年ころから住宅の価格が低下し、その結果として資産が目減りしてしまったんだよ」
A「そういえば、リーマンショックが起った背景の一つは住宅価格の下落でしたものね。中所得者層の衰退の理由はほかにもあるんですか？」
B「第2の理由として、グローバル大企業の出現で、生産性の高い企業が限られてきてしまったことだ。市場に競争力がなくなり、グローバル大企業以外の多く人が働いていた企業で生産性が低下してしまったことが挙げられる」
A「生産性が低いと、給料は増えませんよね。増えるどころか減っちゃいます」
B「そうだね。大企業の出現で、中間層の給与は低下してしまったんだね。ともあれ、このように経済格差が開いていたところに、オバマ政権は誕生したんだ」

３．復興法
A「リーマンショック直後に登場したオバマ政権ですよね。一体、どんな政策を打ったんですか？」
B「オバマ大統領は、就任早々、経済復興の方針を示した。いわゆる復興法と呼ばれるものだ。具体的には2年間で350万人分の雇用を創出するというものだった。総額7870億ドルという規模の積極財政政策を行ったんだ」
A「どういう内容だったんですか？　もっと具体的に知りたいです」
B「ちょっと待ってね、今、本を読み返してみるから･･･。え～と、あった。この大規模予算のうち、3分の1の2880億ドルは減税だった。オバマ大統領は個人所得税の減税や企業の投資促進のための減税を行ったんだ。また大規模予算のうちの4分の1は公共投資関連だった。オバマ大統領は、道路や橋などの基礎インフラ、風力タービン、ソーラーパネルなどのエネルギー関連の建設、ブロードバンドの敷設などの情報関係の充実などを中心とした公共事業を行う方針を示したんだ。残りの予算は、後で話すオバマケアでの補助金などの民生費、教員の雇用維持のための教育関連費などだよ」
A「その本、貸して下さい！私も読みたいです！」

４．金融対策
A「復興法以外にも、オバマ政権は金融対策も行ったんですよね？」
B「リーマンショックは金融ショックだったからね。やはり不良債権の処理は不可欠だね」
A「どうやって解決したんですか？」
B「日本の真似をしたんだ」
A「えっ、どういうことですか？」
B「日本の小泉純一郎政権の時、不良債権を処理するのに公的資金を金融機関に注入して成功した。オバマ政権も、不良債権処理のための公的資金注入費として約2兆ドルを準備したんだ。いわゆる不良資産救済法だ」
A「日本がお手本なんて、日本ってすごいんですね」
B「この公的資金の注入によって金融機関はよみがえることになったんだ。2008年のリーマンショックで落ち込んでいたアメリカの金融業界だったけれど、この政策が功を奏して、2009年中に復活の兆しを見せた。早くも2009年の7～9月には実質経済成長率がプラスに転じることができたんだ。この金融対策や復興法の積極財政政策によってオバマ大統領在任時の平均経済成長率は2.06％と高い水準を示すことができた」
A「２％がすごいんですか？」
B「だって、この間の他国の年平均成長率は英国が1.96％、ドイツが1.97％、フランスが1.13％、日本が1.44％、イタリアがマイナス0.51％だった。つまり、先進国の中でもトップの水準だったんだ。この頃、アメリカが世界経済を引っ張ったといえるね」
A「でも、リーマンショックで世界経済の足を引っ張ったのもアメリカでしたよね」

５．減税　
A「オバマ政権はほかにどのような経済政策を行ったんですか？」
B「まずは減税がある。減税というと共和党のイメージがあるけれど、民主党のオバマ政権でも実施されたんだ」
A「どのような減税だったんですか？」
B「まず富裕層に対しての減税だけれど、オバマ政権はブッシュ政権の行った時限立法の富裕層への減税をいち早くやめたかったんだ」
A「大統領なんだからすぐやめちゃえばよかったんじゃないですか」
B「大統領といっても独裁者じゃないから連邦議会の承認を得なければならないんだ。下院で多数を占める共和党の賛成を得られず、それどころか2010年からまた2年延長することにもなってしまった」
A「じゃあ、富裕層の減税は、オバマ政権が積極的に実施したというよりも、やむを得ず実施したということになるんですね」
B「そうだね。でも、その一方で、オバマ大統領は労働者に対して新たに減税を実施することができたんだ」
A「これがきっと本当に行いたかった減税なんですね！」
B「労働者の給与の2％を減税するにした。ただ、残念なことに2011年に限った1年間だけの措置になってしまったんだ。この減税は総額約1120億ドルの規模だった」
A「たった1年間だけですか･･･。アメリカの大統領は絶大な権限を持っているイメージがありましたけれど、実のところそうではないんでしょうかね」

６．オバマケア
A「私、オバマ大統領の代表的政策と言ったらオバマケアなんだと思います。名前がついているくらいですし･･･。でも、一体どういう政策だったんですか？」
B「日本では、病院に行くときに保険証さえ持っていれば、たいていの人は実費の一部負担で済むよね。これは、日本国民が国民保険に加入し、国民保険料を納めているからなんだ」
A「国民皆保険（かいほけん）ですよね」
B「しかし、アメリカの場合、こうした制度はなく、国民は任意に民間の保険会社の健康保険に加入していたんだ。だから、低所得者層の人たちの加入率は中高所得者層よりも低く、その人たちは病気になったりけがをしたりしたときに十分な治療が受けられないという問題があったんだ」
A「なんか･･･辛い話ですね。日本では考えられないです」
B「2010年、オバマ政権は、アフォーダブルケア法という法律を議会で通過させた。実質的には2014年から機能し始めた法律なんだけれども、これがいわゆるオバマケアと呼ばれている。国民の多くが健康保険に加入できるようにするための法律なんだ。低所得者層は保険料が高くて加入できなかった、また、慢性的な病を患っている人は保険会社側に加入が拒否されるなどという、様々な問題があった。これらの問題を解決して、国民皆保険を目指した制度なんだ」
A「日本のように政府の管理する健康保険になったんですか？」
B「そうじゃないんだ。日本のように国が主導しての国民保険制度とは異なり、それまでの民間の健康保険に国民が加入しやすくなったんだ」
A「具体的にどう変わったんですか？」
B「低所得層の人は、健康保険加入に際して補助金が受けられるようにした。そして、保険会社側に対して、低所得者層のために安い保険を提供すること、慢性病などがある人に対しても加入を拒否してはいけないということを定めたんだ」
A「なるほど。それなら低所得層の人も加入できますね」

７．オバマケアの欠点
A「オバマケアによって、国民皆保険が目指された･･･。すばらしい話ですね！」
B「だけれど、問題もあったんだよ。国民は変わらずに民間会社の保険を購入する必要がある。慢性病、持病がある人たちを受け入れるとなると、保険会社側もリスクヘッジをしなければならない。結果、保険料を下げるどころか、それ相応に高止まりさせておかないと経営が成り立たなくなってしまったんだ」
A「保険会社も簡単には保険料を安くできなかったんですね」
B「しかも、アメリカでは、医療費は一度患者が立て替えて、後日、保険会社に立替分を支払ってもらう仕組みなんだ。低所得者層にとってはその立替も楽ではないよね。高い保険料を支払ったうえ、さらに高額の医療費を一度支払わなければならない。いざ、病気や怪我をしたとして、病院に行きたくてもお金がなくて行けないという現象が生じてしまった」
A「後から返ってくると言っても、先にその分のお金を持っていなければならないですものね。低所得者層は高度な医療を受けられなかったんですね」
B「また、既に医療保険に加入していた人たちにも問題が生じた。オバマケアによって年間2500ドル保険料が引き下げられるとされていたが、実際にはそうなるどころか、逆に保険料が引き上げられてしまった」
A「酷い話ですね･･･」
B「というのも、オバマケアの条件を満たすためには、保険会社は既存の保険内容に新たな項目を加えなければならなくなった。そのため既存の保険契約者の保険料も一緒に引き上げられることになってしまった。それもあって、保険会社もオバマケアから撤退したくなってしまったんだね」
A「じゃあ、日本で言われているように、政府がお金を出せばいいじゃないですか」
B「そうはいっても、政府のお金は国民の税金でだからね。オバマケアにお金がかかれば、増税せざるを得なくなる。次のトランプ大統領は、巨額の財政負担があるとしてこの制度に反対した。そして、大幅な見直しが行われたんだ」
A「じゃあ、廃止されてしまったんですね」
B「いや、撤廃されたわけではないよ」

A「でも、オバマケアはトランプ大統領には冷たい扱いをされたんですよね？」
B「そうだね。でも、トランプ大統領の後、2021年からのバイデン大統領の下においては、オバマケアはより一層の拡充の見通しが示されたんだ。バイデン氏は大統領選挙の時、新型コロナ対策に次ぐ重要政策としていたからね」
A「なるほど。自分が副大統領の時の重要政策だったですものね！」
B「そうだね。2020年の11月の大統領選挙の事実上の当選後「1月20日から米国民の医療負担を軽減するために全力を尽くす」として、再びオバマケアの重視を宣言したんだよ」
A「医療を受けられない人がいたらかわいそうですものね」

８．環境政策
A「ところで、オバマ大統領は環境政策にも力を入れていましたよね」
B「パリ協定を主導したのはオバマ政権の大きな功績であったといっていいね」
A「パリ協定って聞いたことがあります。トランプ大統領が離脱した協定ですよね」
B「パリ協定は、2020以降の気候変動による地球温暖化に対して国際的に取り組む内容が記されている。2015年にパリで開催された国連気候変動枠組条約締約国会議で合意された協定なんだ」
A「合意したんでしたら、その時点でアメリカも発効したんじゃないんですか？」
B「実は、その協定を発効させるのには条件があったんだ」
A「なんですか？」
B「第1に55カ国以上が参加すること、第2に、世界の総排出量のうち55％以上をカバーする国が批准することが条件となっていた。この条件をクリアするためにリーダーシップを発揮したのがオバマ大統領だったんだ。中国やインドを説得するなど批准の実現に努力し、ようやく2016年11月に発効させるに至った」
A「今、パリ協定の内容を調べてみました。第1に世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち1.5℃に抑える努力をすること、第2に、そのため、できるかぎり早く世界の温室効果ガス排出量をピークアウトし、21世紀後半には温室効果ガス排出量と森林などによる吸収量のバランスをとることだそうです」
B「そうだね。その2つの長期目標が設定されたんだ。地球の温暖化を抑える具体的な通知を示して合意した。これは、途上国を含む全ての主要排出国がこの目標を持って行動しなければならないということなんだ」
A「各国とも排気ガスを出さない電気自動車の開発に力を入れていますよね。ガソリン車も廃止する方向ですし」
B「電気自動車の導入は、アメリカや中国が先導しているね。こうした温室効果ガスの削減を具体化することもイノベーションを生み、経済を成長させることにつながるんだろうね」
A「日本も水素自動車の普及に力を入れていますね」
B「ただ、問題なのは、イノベーションは長期的な成果を生むけれど、短期的に結果にはつながらない。具体的な例を挙げると、選挙の票なんかには繋がらなかったりするんだ。オバマ政権の後を継いだトランプ政権は2019年11月5日にパリ協定離脱を届け出た。トランプ政権が化石燃料を重視しているためだ。アメリカこそ原油生産量世界一という誇りを持っていたからね。さらに、アメリカの労働者の多くが化石燃料系の産業で働いていたため、選挙の票にもなる。この離脱の届けにより、1年後の2020年11月4日以降からアメリカはパリ協定からの離脱が可能になったんだ」
A「実際に離脱したんですよね？」
B「そうだね。その、2020年11月4日に正式に離脱したんだよ」

参考
「今さら聞けない「パリ協定」 ～何が決まったのか？私たちは何をすべきか？～」経済産業省資源エネルギー庁2017年　（2020年11月12日確認）
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/ondankashoene/pariskyotei.html

９．TPP12
A「TPP12（ティーピーピー　トウェルブ）で、もう一歩のところまでいったのがオバマ政権でしたよね」
B「TPP12については、ブッシュ政権時代にアメリカも交渉国として加わったんだ。それを引き継いだオバマ政権もその協定の交渉を続けた。TPP12では、それまでの2国間の貿易協定ではなく、12か国が同時に市場を開放しあい、競争を促進していく方針だった」
A「市場が広まることを意味しているんですよね」
B「そう、市場が広まるんだ。TPP12に関しては、2010年にアメリカで交渉が行われた。紆余曲折を経ながらも、アメリカも加わることになって、2016年にニュージーランドのオークランドで協定が署名されたんだ」
Ａ「じゃあ、うまくいったんですね」
Ｂ「いや、それがだめだったんだ。オバマ大統領にとって、この協定を発効させるための最後の関所がアメリカの連邦議会だったんだ。連邦議会はねじれの状態だったからね。オバマ大統領は推進したものの、議会が承認せず、TPP12の発効はトランプ大統領に引き継がれてしまったんだ。ご存じの通り、トランプ大統領はTPPに賛成せずに離脱してしまったね」
Ａ「でも、アメリカを除いた11か国はTPP11を発足させたんですよね。自国ファーストではなく、共存してこそ、最終的にどの自国もファーストになりうるという発想ですよね」
Ｂ「そうだよね。みんなが協力し合ってみんなで1位になるという発想が大切だよね。それだけ、TPPの意味は大きかったのに」
Ａ「いずれの国もそうですけれど、対立する政党の前の政権が行おうとしてきたことに次の政権は否定的になりがちですよね。そんななか、民主党のオバマ大統領は、共和党のブッシュ政権から引き継いだTPP交渉参加を大成寸前まで持ち込んだんですよね。違う政党から引き継いだ案件をここまでもっていったって、オバマ大統領ってすごかったんですね」
Ｂ「TPPの発効に積極姿勢を見せていたオバマ大統領は、高く評価されているよね」

１０．総括
A「オバマ大統領は2012年の大統領選挙で再選されたのだから、オバマ大統領の政策に対して国民はNOではなくYESという判断を下したんですよね」
B「そういうことだね。オバマ政権の最大の政策はオバマケアだった」
A「そういえば、2020年にアメリカ大統領選挙に勝ったバイデン氏も重要政策として真っ先にオバマケアを挙げましたよね」
B「財政は苦しくなる、民間保険会社も撤退するという事実があるものの、アメリカの医療を貧しい人が受けられない状況は改善すべきと考えたんだね。バイデン大統領がオバマケアを復活させ、それを発展させていくとなると、オバマ大統領の功績はより大きかったということになるね」
A「オバマ大統領の功績はオバマケアだけでなく、TPP12の合意、パリ条約の発効など様々な分野に及びましたよね」
B「オバマケアは福祉費用などの支出拡大を重視する民主党の考え方に基づいて、TPPは自由競争主義を尊重する共和党のブッシュ政権時のサプライサイド経済学に基づいている。まさに、オバマ大統領は多様な政策をとろうとしてきた」
A「でも、次のトランプ大統領がいずれも否定的で、改正したり、離脱したりしましたよね。オバマ政策を大きく転換しましたね」
B「2021年からオバマ大統領時代に副大統領を務めたバイデン大統領になって、オバマ氏の政策にどこまで戻るのか、そしてオバマ氏の政策をどのように発展させるかについて期待されているところだよね」

第２章　トランプ大統領時代と経済理論
１．新型コロナ危機
A「2020年になり、新型コロナウィルス騒動の渦が世界中に巻き起こりましたよね。トランプ大統領が誇っていた経済の復活もまたダメになってしまいましたよね」
B「アメリカのニューヨークダウで一時29000ドルまで行っていた株価の相場が2月、3月に一時急落し、2017年1月のトランプ大統領誕生の時の198271ドルを下回ってしまったことまであったね」
A「でも、持ち直したんですよね」
B「その後、株価はアメリカの中央銀行に当たるFRBの介入で持ち直したんだよ。日本のアベノミクスで、日銀が株を買うようにして株価が安定していたのを真似したんだね」
A「えっ、株価を中央銀行がコントロールしたら、社会主義みたいにならないですか？　トランプ大統領は中国などの社会主義国を良く思っていなかったように思うんですけれど･･･」
B「実は、アメリカをはじめ諸外国は、日本の経済政策を見本にすることが多いんだ。不良債権の処理に公的資金を投入した小泉内閣の手法に倣って、リーマンショック後の経済の立て直しの際もアメリカは公的資金で企業を立て直した」
A「今度は、中央銀行などの公的マネーで株価を安定させるアベノミクスをまねしたわけですね」
B「日本ではあまり話題になっていないけれど、日本の経済政策の手法は意外に世界の手本になっていたんだよ」
A「じゃあ、日本の経済運営って素晴らしかったわけですね」
B「そうとも言い切れないのが難しいところ。中央銀行が株式市場に介入したら何か問題が起きるかもしれないんだけれど、その問題をはっきり言いきれる学者が出ていないんだ。問題点を指摘はするんだけれど現実に問題は起きていないからね」
A「どういう問題点が指摘されているんですか？」
B「代表的なのは、中央銀行がお金を市中（しちゅう）に供給しすぎるとインフレになるという指摘だよ」
A「そういえば、アメリカも日本もインフレになっていませんね」
B「中央銀行が供給したお金が株式などの金融市場（しじょう）にとどまってしまい、我々が経済活動をする実物市場に回ってこないんだね。だからインフレが起きていないんだ」
A「じゃあ、もし流れ込んだら？」
B「そしたら･･･、実物市場にお金があふれてインフレになっちゃうだろうね。堰（せき）があってその流れを止めているっていうのが日米共通しているところさ」
A「その堰が崩壊しないといいですね」
B「コロナ禍でも、アメリカの平均株価のダウはほとんど下落していないんだ。実際の社会は10月になっても毎日7万人も新規感染者が出て大混乱なのにね」
A「話を聞くだけで頭の中が混乱しちゃいそうです。実際の経済は落ち込んでいるのに、金融市場はほとんど影響を受けないで、むしろ元気･･･。最近のアメリカ経済が分かりにくくなった理由がわかりました」
B「日本以上にアメリカでの所得格差は大きい。たった１％のお金持ちがアメリカの資産の３０％を保有しているといわれている。それも金融市場が実物市場から乖離して、お金儲けの場になってしまっていたからだと思うよ。富める人たちは金融市場でより富んで、貧乏な人たちは実物市場でより貧乏になっていった結果だと思う」
A「アメリカの経済にも問題がありそうですね」
B「ただ、トランプ大統領の経済政策は従来の経済学に沿っているので、経済学を理解している人にとっては本当にわかりやすいんだ。その内容が分かれば、アメリカ政府が行ってきた経済政策の意味や、新型コロナの経済対策の意味がわかると思うよ。それに、トランプ大統領の政策の意図を考えることは、経済学の基本的な勉強にもなる。面白いくらい、経済学の基本的な考え方に立脚しているところが多いからね」
A「ぜひ教えてください！」

２．サプライサイドの充実
B「コロナ禍での経済の急激な動きはトランプ政権のせいではないと言われるけれど、アメリカで蔓延したのはトランプ大統領のせいでもあるかもしれないね。アメリカは中国が全面的に悪いと言っているけれど」
A「トランプ大統領は、経済とコロナ対策の両立といっていたけれど、私には経済優先の政策に見えました」
B「トランプ大統領が続けてきた政策の中では、確かにコロナ危機にしぶとく対応する政策もあった」
A「それはどういう内容ですか？」
B「サプライチェーンという言葉を知っているかな？」
A「サプライチェーンですか？」
B「トランプ氏が大統領になる前は世界各国でサプライチェーンといって製品の製造から販売まで、世界のあちこちで分業を行っていた。世界中で造るものを分担していたんだ。自国内で原材料の調達から製造販売までを手掛けるのではなく、人件費の安い国、技術力がある国が途中の段階を担当し、先進国は輸入して販売するだけという構造で製品を作っていた」
A「たしかに、それが世界的な流れでしたよね」
B「2020年にコロナウィルス騒動が起きて、各国の生産が止まったうえ、国を超えての人の行き来ができなくなってしまった。その結果、世界中のサプライチェーンはズタズタになってしまったよね」
A「日本も中国で生産していた部品が供給されなくなって製造業は困っていましたものね。マスクさえも中国や他のアジアの国で生産して、日本は輸入して販売する仕組みでした。そのためにマスク不足なんかも起きてしまいました」
B「だけれど、幸か不幸か、トランプ大統領は2017年に就任後、他国から輸入するときの関税を引き上げて自国内の生産にシフトさせていたんだ。自国内の生産力を高め、自国内での雇用を増やすためにね。企業の大幅な減税なんかも実施し、生産力を高めてきた。そのため、世界中のサプライチェーン崩壊という影響を大きく受けるということはなかったんだ」
A「う～ん。トランプ大統領って先見の明があるのかないのか･･･。転んでもただでは起きないっていうイメージがありますよね」
B「ともあれ、そのおかげで、当初、アメリカは経済的被害を最小限に抑えられたんだよ」

３．トランプ政権誕生
B「アメリカにトランプ大統領が誕生したのは2017年だったね。当選前、アメリカでも日本でもトランプ氏はめちゃくちゃな言われようをしていた。経済面を含めてあらゆる面で「あいつが大統領になったら大変だ」という言い方だった」
A「知ってます。テレビのコメンテーターなども、散々なことを言っていたのを覚えています。もっともアメリカだけでなく、日本を含めて世界中で同じように言われていたようですけど」
B「グローバル化社会において、アメリカファーストの保護主義の主張はナンセンスだと批判されていたんだ。しかし、大統領就任後、アメリカファーストを実行して、株価を上昇させた。しかも、失業率を大幅に低下させるなど、いつの間にかにアメリカ経済を立て直し、トランプ大統領は大成功者の大統領としての評価に変わった」
A「日本のコメンテーターもそれが功を奏したのを見て、まったく手のひらを返したように彼に対する悪いコメントは控えましたよね」
B「この一連の手のひら返しの評価を見ていると、世間では経済学が分かってない人たちがマスコミなどの前面に出ていることがよく分かる。いや経済のプロも、世の中の声に流されてトランプ氏の政策を批判していたようだね」
A「例えば「メキシコとの国境に壁を作る」なんてナンセンスって半分馬鹿にしていましたよね」
B「実はトランプ大統領が唱えていた政策は、経済学の教科書通りの内容と思っていたよ。反対する人たちは、グローバル化が進んでいる世界経済においてトランプ大統領の目指す保護主義はおかしいと言っていたんだ。もちろんその理屈もわかる。しかし、トランプ大統領の政策は経済理論に従うとそこまで悪いとは言えない。むしろ、正しいと思えることもあるんだよ。だから、いくつもの成果を残せていたんだと思うよ」


４．トランプ経済政策の経済学での説明１－サプライサイド経済学―
A「トランプ大統領1期の保護主義政策がなぜ正しかった…のか教えてください」
B「うーん。正しかったといっても、経済理論に沿った場合、アメリカにとって正しかったに過ぎないよ。それも中長期的に見ればアメリカにとって良いことだったかどうかは判定が難しいところなんだ」
A「そうなんですか。では、その正しかった部分について、教えていただけますか」
B「では、基本的な理論からお話するね」
A「お願いします」
B「まず、先ほど話した大きな政府と小さな政府のうち、小さな政府のサプライサイド経済学について。これは共和党の基本的なスタンスだ」
A「授業で習いました。生産側が良いものを提供すればそれには買い手がつく。だから、良いものをたくさん提供できるよう、供給体制をしっかりさせることが大事なんですよね」
B「その通りだよ。よく勉強しているんだね」
A「政府は市場の力を重視する考え方ですよね」
B「供給が需要を生み出すという考え方だね。じゃあ、そのように供給体制を整備し、その製品やサービスを皆が買うようにするためには、どうすればよいと思う？」
A「う～ん、どうするんでしょうね？」
B「そこでトランプ大統領は減税にも力を入れたんだ。さらには、供給面、つまりサプライサイド強化という面では、海外で生産し米国に輸入するのではなく、直接アメリカ国内で生産を行うように企業に促したんだ」
A「そういえばそうでした。日本の自動車会社もアメリカに工場を作ったり、いえ、作らされたり…しましたものね」
B「そうだね、他国で生産した者には高い関税をかけるというトランプ大統領の意向の結果、日本をはじめ海外に生産拠点を持ってアメリカに輸出していた企業が、直接アメリカ国内に工場を建設し生産を行い始めたんだね」
A「なるほど、そうやって供給体制を強化したんですね」

（1）企業減税
A「減税といっても色々な方法がありますよね」
B「トランプ大統領は法人所得税の大幅減税と富裕層への減税を実施したんだ」
A「企業家だけあって企業に有利な法案を積極的に通したんですね」
B「まあ、そう言う見方もできるけれど、供給力を高めるためだね。供給力が高まるというのは労働者がたくさん雇われることを意味するから重要なんだ」
A「それで、法人税の減税を実行したんですね」
B「2017年の税制改正法案可決で最高35%だった法人税を21%まで引き下げたんだ。法人税の減税をすると企業に余裕資金をもたらすことになるだろ。その余裕資金を使ってもっと稼ごうというインセンティブをもたらすことになる。その資金で企業は設備投資を行うことができる。それによって、国内の生産能力が増すことになったんだ」
A「そうですね、設備投資が増えれば、経済の循環が動き出し、国民所得が増えてもいきますもね。雇用も増えますよね。その結果、政府の税収も増えますものね」
B「政府は、直接的な収入を削って、結果的に収入を増やす作戦だったわけだ」
A「それに、トランプ大統領がメリカ国内の雇用を大切にしているイメージにつながって、評判が良くなるという効果もあったんですよね」

（2）富裕者層の減税
B「その一方でトランプ大統領は、個人の所得税最高税率も39.6%から37%に引き下げたんだ」
A「えっ、最高税率っていうと、富裕層のお金持ち対象ってわけですね？」
B「まあまあ、落ち着いて。お金持ちを対象に所得税の減税をしたけれど、最高税率だけでなく他の所得層の税率も引き下げんだよ」
A「そうだったんですね。てっきりお金持ちだけを優遇したのかと思いました」
B「個人の所得税引き下げは、消費を刺激し経済の循環を動かすだけでなく、経済の循環の潤滑油となる。こうした経済効果を期待したのか、トランプ大統領の個人所得の減税は消費の力を強めたことは確かなんだ。選挙で票が欲しいために打ち出した政策…と考えてしまうこともあるけれどね」
A「トランプ大統領の時、任期の途中で連邦議会がねじれの状態になったんじゃなかったでしたっけ？」
B「そうだね。2018年の中間選挙で敗退したため、下院で共和党は過半数を得ることができなくなってしまった」
A「トランプ政権の提案した法案が通りにくくなったということですよね」
B「トランプ大統領は新たに中間層に減税をしたい旨の発言は繰り返したものの、トランプ政権で新たに減税を行うことは容易ではなくなってしまったんだ。富裕層の減税は票には結びつくが、資産運用につながり、必ずしも消費に結びつくものではない。消費に結びつきやすい中間所得層の減税ができなかったことが経済の足かせとなってしまった」
A「そういえばそのころからですよね？　トランプ大統領が中国に対して強硬になったのって。内政の権限がなくなったから外交で目立ちたかったのかしら？」
B「大統領の再選を目指すために、そういう側面もあったのかもしれないね」

（3）ラッファー曲線
B「サプライサイド経済学の基礎は、ラッファー曲線の理論とされている。税率を引き上げることは逆に租税収入を減らすことに通じるというものだ。グラフを使うと、ラッファー曲線の考え方は簡単に説明できるよ」
A「えっ、急にグラフといわれても困ります。私、今、紙もペンもないですよ！」
B「大丈夫だよ。簡単なグラフだから頭の中でイメージしてほしい」
A「イメージですか？」
B「縦軸に政府の税収、そして横軸に税率をとるグラフを考えてみてほしい」
A「縦軸が税金による政府の収入ということですね。原点から上に行くにしたがって政府の収入が大きくなるんですね。そして横軸は税率ということですね。所得に対してどれだけの税金を納めるかの割合ですね。原点から始まって右に行くにしたがって税率が高くなるんですね」
B「税率の大きさに応じて税収の大きさが決めってくるというグラフだよ」
A「あれっ、横軸の税率ですけれど、0％から始まりますよね。そして100％を超えちゃったらどうするんですか」
B「ああ、それね。そこは100％で打ち止めということだね。それ以上税金を取られたら、自分の資産を売って納めなくてはならないね。だから、横軸の税率は100％が最大で、それより右は存在しないということだよ」
A「0％から100％の間の税率に対して政府の税収が高さであらわされているということですね。描かなくても縦軸と横軸の意味は分かりました」
B「さて、税率と政府の税収との関係を表したグラフ、どのようにあらわされると思う？」
A「複雑なグラフなんですか？」
B「サプライサイド経済学の考え方で説明するね。ラッファーという人が考えた理論なんだ。原点から右に行くにしたがって山を登るけれど、途中で頂上があり、その後、山を下って税率100％のところで税収がまたゼロになる、つまり山を下りきってしまう。税率と政府の税収は山型のグラフであらわされるんだ」
A「つまりは、原点から税率100％のところまで一つの山が描くということですね」
B「そう、その通り。このグラフをラッファー曲線というんだよ」
A「イメージできました」
B「税率がゼロのときに税収がゼロとなることと、税率が100％になるとやはり税収がゼロになるということを意味しているんだ」
A「税率ゼロですと、政府の収入がゼロなのはわかります。なぜ税率が100％だと政府の収入がゼロになるのですか？」
B「もし税率が100％になると、労働者は全く労働意欲をもたなくなる。誰だって自分が稼いだお金がそのまま税金として納めなければならなかったら働くのが嫌になっちゃうだろ」
A「あ、なるほど。労働者が働かなくなるから労働者は所得をもたなくなるんですね。だから政府に税が入ってこなくなる」
B「その通り。増税しすぎることはよくないということだね。途中までは、一見、税収が増えるようになるけれど、その後、労働者は労働の意欲をなくしてしまい、結局税収が減っていくという論理なんだ」
A「すごくわかりやすい理論です。今の説明でしたら、100人が聞いて100人が理解そうです」
B「でも、実は問題があるんだよ」
A「何ですか？」
B「問題は、この最高点の位置がわからないことなんだ。つまり、何％まで増税してよいのかが、はっきり判っていないんだ」
A「それじゃあ、考え方は役に立つけれど、具体的な数字は得られてないんですね」
B「そうだね。ただ、数字が具体的にわからないけれど、サプライサイド経済学の考え方は尊重されている。このサプライサイド経済学の考えに沿えば、減税を行って企業に投資意欲を持たせ、労働者に労働意欲を持たせれば、生産が充実するね。供給体制が充実すれば、品質の良い安価な製品が供給されるようになるので、需要が生み出され、経済に好循環を生み出す。このような考え方は明確だから、サプライサイド経済学に沿った政策がすすめられているんだ」
A「サプライサイド経済学って、ケインズ経済学とは真逆の考え方なんですね。ケインズ経済学では、需要を生み出せば生産がついてくるって習いました。需要が先か供給が先かで真逆の考え方になるんですね」
B「トランプ政権は減税政策でサプライサイドの考え方を取り入れた。ただ、今から話すようにケインズ経済学の考え方も取り入れているんだよ。柔軟に理論を取り入れたからこそ、コロナ禍の前には実績を生み出せたのだろうね」

5．トランプ経済政策の経済学での説明２－保護主義とケインジアン―
B「トランプ政策の一部は、サプライサイド経済学に対峙するケインズ経済学に当てはまる。トランプ大統領の需要面の経済政策が需要重視のケインズ経済学の理論にあてはまっていたことも話しておこう」
A「供給政策と同時にトランプ大統領は需要政策を実行してきたんですね。供給と需要を同時に強化する政策を行う、大切ですよね」
B「ケインジアンに従うと、需要がなければ、いくら供給だけが整ってもダメということなんだ。トランプ大統領は、意識しているかはわからないけれど、需要を作り出し、国内でその供給を行う構造を作り上げようともしたんだ」
A「需要を増やして供給体制を充実させていけば、やはり雇用が増えて、その人たちがまた支出して需要増につながるということですね」
B「トランプ大統領の主張の一つは、メキシコ国境から不法移民が流入してきてアメリカ人の仕事を奪ってしまうことだったよね」
A「だから国境に壁を作ろうとしたんですよね。世間からは、メキシコ国境に壁を作るなんておかしいって批判されていましたけれど、トランプ大統領は動じませんでした。ただ、任期途中で、連邦議会がねじれてしまって、建設は中途半端に終わってしまいましたけれど」
B「トランプ大統領の需要を重視した政策の第1に国境の壁の建設が挙げられる。それにより政府支出の需要が増えると、壁建設という生産が生まれ、そのための雇用が増える」
A「いつも話されていることで、私も覚えました！それによって労働者と企業の所得、つまり国民全体の所得が増える。国民全体の所得が増えると、消費支出が増え、またそれに応じた生産が増え、雇用が増え、国民の所得が増える。これが繰り返される。この繰り返しによって、国民の所得がどんどん増えていく」
B「覚えちゃったんだね。国境の壁の建設の公共事業を行えばこの仕組みが機能し、この循環が始まり、国民は潤っていく。国境の壁づくりは有力な公共事業なんだ。実際には一部しか建設されなかったけれど、考え方は重要だったね。壁建設の本来の目的は、不法移民が来ないようにするためだった。そして、それによってアメリカ人の雇用確保につながることも確かだったようだね」

A「グローバル化した世界で自国の生産のみを重視する保護主義なんておかしい、そんな批判が起きていましたよね」
B「それについてもケインズ経済学の視点から説明しよう。ケインズ経済学から説明できる第2は、トランプ大統領がアメリカの輸入を減らそうとしたことだ。これは、ケインズ政策からその効果が説明できるよ」
A「アメリカが輸入ばかりしていて、アメリカの雇用が他国にとられちゃうので保護主義にしようとしたという問題でしたよね？」
B「そのトランプ大統領の主張は理にかなっていたと思うよ。輸入は、仮にそれを国内で生産していたならば得られていた分の雇用を奪ってしまうことを意味する。雇用を奪うということは国民の所得を奪うということだ」
A「つまりこう言いたいんですよね。輸入が増えると、生産が減り、雇用が減り、国民の所得を減らしてしまう。国民の所得が減ると消費支出が減り、どんどん雇用を減らし、国民の所得を減らしていく。ケインズ経済学の構図だとこうなりますよね」
B「その通りだね、経済のマイナスの循環となってしまう。だから、トランプ大統領は、輸入を嫌っていたんだ」
A「輸入をしないで自国で生産すると、自国の雇用が増えて国民の所得がどんどん増えます。マイナスの循環とプラスの循環では大違いですね」
B「トランプ大統領の保護主義政策はアメリカにプラスをもたらしたんだね」
A「そう考えると、トランプ大統領の保護主義は、ケインジアンの経済理論の通りですね」


第４章　トランプ大統領の経済政策とコロナ禍
１．株価－トランプ大統領の誕生とともに上昇―
A「2017年に誕生したトランプ大統領、最初は保護主義が批判されていましたよね。日本でもめちゃくちゃ言われていました。でも、保護主義政策、つまりサプライサイド経済学とケインズ経済学の考え方をうまく組み合わせたマクロ経済政策を実施しましたよね。それとともに、アメリカの株価も上昇していきました」
[bookmark: _Hlk34557418]B「2016年にはダウ平均の年間平均が約19700ドル、2017年には24,700ドル、2019年には28,200ドルと上昇したね。保護主義にアメリカ人の期待がマッチしたんだろうね。実際に雇用が増えたのは事実だったし。トランプ政策は失業者を減らし、経済の成長を促したことは明確だ」
A「ただ、急激に株価が伸びるほど本当に経済が成長したんですか？　そのような感じは受けないんですけれど」
B「株価の上昇にはバブルの面があり、実体経済以上に株価が上昇していたんだろうね。もちろん、こうした株価の上昇を資金運用のプロがあおっていることは確かだが、他方で一般の人たちの儲けたいという心理が働いてもいる。行動経済学の「同調行動」で、皆が並んでいるところには一緒になって並んで買っても安心できるのと同じだね」
A「なるほど。みんなが買っているものと同じものを買うと安心ですよね」
B「アメリカではお金儲けが当たり前の行動となっている。株を皆が買っているならば自分も買うという同調行動が自然に発生し、バブルをあおっていたのも事実だ。トランプ大統領の利下げの要請にFRBが渋っていたのも、利下げをしたら余計にバブルを助長することになるのを恐れたからだったんだ」
A「株価というのは、その年の企業の業績、企業の持っている資産から評価された企業の価値や将来性などで決まるんですよね。コロナ禍のときも、2020年秋には株価はその前の好調の時以上に値上がりしました。今後の期待ということで…。期待だけで価格が上がっちゃうのが株価なんですかね」
B「そうだね、株の値上がりで儲けようという、金儲けの対象だからね。将来性と少し曖昧な内容で値上がりさせて儲けるんだよね」
A「バブルがはじけて最後に損をするのが、同調行動で株を買った一般投資家たちって聞いたことがあります。よくババ抜きのババを引くって表現されますけど」
B「日本でも金融市場がお金儲けのための市場となっているからね」
A「アメリカも日本も、そして世界も同様なんですね」
B「2020年の新型コロナ騒動の時に、アメリカの株価は一時大きく下がった。その後、中央銀行に当たるFRBが間接的に買い支え、「儲けたい」という人の気持ちが相まって株価は経済実態を反映しないほど高くなった。コロナの新規感染者が1日17万人も出ていた最悪の2020年の秋に、まさかの史上最高値になったんだ」
A「株式市場が経済の法則に沿っていないのですね」
B「株式市場の調整不全の状態だね。経済の市場は価格が高くなりすぎると、中央銀行が冷水（れいすい）をかけてその熱を冷やすという調整機能が備わっているはずなんだ。新型コロナ騒動の前と後で株価があまり変わっていないのはこの調整機能が働いていないと考えられるね」
A「中央銀行が株式市場に資金を流すなどをしたから、調整機能が失われているんですよね。それって、まるで社会主義のようにも思えます」
B「その結果、金融市場で儲かって富を増やす人たちと、お金の回ってこない実物市場で給料が低水準のままの人たちとの所得格差も生み出している」
A「アメリカの所得格差は中途半端じゃないですよね。確か１％の金持ちがアメリカ全資産の30％を保有しているという話を聞いたことがあります」
B「今の状態は異常事態といってもよいね。実態経済から離れたお金の遊びで儲けている人、それができない人との間には大きな差があり、その差はますます開いてしまっている」
A「株式市場が正常に働かないと、長期的には、やはり陳腐化して市場から退出すべき企業が退出せず、そのまま温存されちゃうんじゃないですか。例えば石油関係の化石燃料を扱う企業など」
B「よくわかったね。トランプ政権時代は、環境よりも化石燃料の産業を優先していた」
A「時代に合った企業が残り、時代遅れの企業が退出する…という経済社会づくりがうまくいかなくなってしまうんじゃないですか」
B「確かに、株式市場は経済の整理を行う役割もあるからね。その役割を果たせなくなってしまうかもしれないことは問題だね」


２．新型コロナの発生と対策（注2）
B「2020年7月30日の読売新聞オンラインによると、2020年４から６月期の実質ＧＤＰ速報値、季節調整済み、は年率換算で前期比32.9％減だったそうだ。そのときのマイナス幅はリーマンショック直後の2008年10～12月期の8.4％減を大幅に上回ったそうだ。ただ、次の四半期では大幅なプラスになったけれどね」
A「GDPが落ち込んだ時はトランプ大統領も大慌てだったでしょうね。自分があげた功績がすべて吹っ飛んでしまったわけですものね」
B「FRBのサポートで株価は持ち直したが、危機感は大きかったね。総額100兆円という経済対策を発表したね。国民に現金を配る案と企業に融資をする案が柱だった。結果として、2回にわたり家計に現金を給付したね」
A「なぜ2回も国民に現金を配ったのでしょう？　選挙の票が欲しいと言われればそれまでですが…」
B「経済の原動力は消費だからね。消費が増える、生産が増える、国民所得と雇用が増える、また消費が増えるという経済の循環のプロセスで、「消費の門」を1周りごとに必ず通る。消費が活発化しない限り、経済は良くならない」
A「国民にお金を配るというのは消費のための措置なんですね」
B「お金が国民に配られて所得が増えたとき、アメリカの場合、消費に費やす割合が非常に高いんだ。もともと、アメリカは消費が活発な国だからね。その意味では、お金を配る効果は日本より高いのかもしれない」
A「ということは、そのトランプ大統領の政策も経済理論通りだったんですね。ハチャメチャなように見えるトランプ大統領の政策は、いずれも経済の理論通りで、経済効果も見込まれるんですね」
B「ただ、アメリカ経済の復活については、トランプ大統領の経済政策に従っていればよいというわけではなかった。日本と同様、高齢者はこのコロナ禍で自粛傾向になったし、コロナ後もコロナ禍の疲れで健康を害していて、十全に経済行動がとれないかもしれない。例えば、旅行が大好きなアメリカの高齢者の人たちが、健康を害して旅行ができなくなっていたら消費は伸びないよね」
A「確かに、それだとアメリカ経済もV字回復は先の先かもしれませんね」
B「トランプ大統領の政策は、アメリカの経済さえよければよいという手法だった。しかし、一方で環境保全を犠牲にしていたね。石油産業などの化石燃料の産業を重視し、環境保護で合意したパリ条約から離脱するなど、環境を守るという考え方を置き去りにしてきた」
A「環境を犠牲にしての経済成長は長期的視野に立っていないということですものね」
B「その他にも、他国とのトラブルでグローバルな市場を狭めてしまうなどの弊害も多かったんだ。自国優先の政策は世界経済にひずみをもたらしたとも言えるね」
A「つまり、トランプ大統領の政策は、短期的にはサプライサイド経済学やケインズ経済学の経済理論通りで好ましかったけれど、中長期に見ると、経済の他の問題を発生させてしまったということですね」
B「そういうことになるね。トランプ大統領的な政策で経済を立て直すよりも、AIなどのイノベーションを強めることに力を入れ、短期的には好ましくなくても中長期的には地球にやさしい政策、しかも効果的な政策を示してくれればよかったんだけどね」

３．サプライチェーンからの脱却
A「新型コロナで世界経済が混乱していた時、サプライチェーンが崩壊したって言葉を聞くのですが、どういうことですか？」
B「サプライチェーンという言葉が身近になったのは、皮肉にも新型コロナの感染で日本が中国との貿易に制限が入ってしまったときかもしれないね」
A「そう、そのサプライチェーンです！」
B「この時のサプライチェーンとは、国際的な分業のことだった。国内だけでも同様な分業のサプライチェーンがあるよね。例えば、甲という商品を原材料から消費者に販売するまでの分業体制について説明するね」
A「お願いします」
B「原材料の調達から製品完成のプロセスを一つの工場でやるのではなく、一つの工場の負担が大きくならないように分業しているんだ。原材料から甲1という部品を作るのは中国の会社乙1、それを基に甲2という部品を作るのはベトナムの乙２という会社、それを輸入して日本国内の乙3という会社が、甲１と甲２を組み合わせて甲3という部品を作って大企業の乙4に納入する。すべての部品について他の企業からもこうして仕入れて会社乙４は完成費を作り上げる」
A「一つの製品を作るのに世界中や、国内のあちこちの会社が役割を分担するということですね。…効率的です」
B「新型コロナウィルスの件でもあったように、中国の会社で生産が止まってしまうと、国内への部品の輸入がストップしてしまう。すると、大企業への納入ができなくなり、大企業も部品が足りなくなって生産できなくなってしまう」
A「確かに、一つの工場が止まったら全体が止まっちゃいますものね。サプライチェーンの大きな弱みなんですね」
B「これに関して、トランプ大統領は大威張りだったんだ。就任以来、保護主義を進めていたからね。輸入をやめ、国内で生産するという方針をとった。中国とは関税引き上げの貿易戦争までして、輸入を減らしてきたからね。だからサプライチェーンの崩壊などなんのその、ほとんど影響を受けなかったんだ。先見の明があったと言えるね」
A「グローバルな市場原理の経済を作り上げてしまうと、このように他国、またはいくつかの国でのトラブルが発生したとき、サプライチェーンが機能しなくなってしまうんですね」
B「そうだね。それに対して、一国の中で原材料から製品の供給まで行う保護主義だと他国のトラブルが持ち込まれず、自国経済への影響が最小で済む。したがって、国際分業制を良しとしないトランプ大統領の政策は、この点でもそのメリットを得たといえるだろうね」


４．貿易政策１－日本に対して－
A「そういえばトランプ大統領は、日本に対して鉄鋼の税率を2018年に2.５％に引き上げましたよね。安倍首相と仲がよいという話だったのに、その友情は全く考慮されなかったようですよね。なぜだったんですか？」
B「おそらくトランプ大統領の次の戦略の布石だったのかもしれないね」
A「次の戦略？」
B「2019年に日米貿易協定が締結し、2020年1月に主に日本側が輸入する農産物の関税が引き下げられた。牛肉は38.5%の関税が1月に26.6%に引き下げられ、最終的には9%になるという。豚肉は1キロ482円が最終的に50円に、ワインが15%または1リットル125円がゼロになる」
A「日本の消費者にとっては良いことですよね」
B「でも、日本の生産者にとっては困ったことだよね。アメリカから農産物が安く入ってくるわけだからさ。鉄鋼の税率が容赦なく引き上げられていたから、日本側はアメリカ側の要求に従わざるを得なくなったんだろうね」
A「といっても、その時の安倍首相はWIN-WINって言っていましたよ」
B「合意した内容は、オバマ政権時に合意したTPP12のおおよそ範囲内だったからね。もっと日本に不利な要求をされると思ったらそうでもなかったんだ。日本も許容範囲でとどまれたから、そう言ったんじゃないかな」
A「それに対して、日本は何を取んですか。日本のWINが知りたいです」
B「工業製品や工業部品の一部について関税を引き下げてもらった程度かな…。自動車の日本からの輸出に対して2.5%の関税を頑として引き下げなかった。それが引き下げられない限り、今回の協定は本当のWIN-WINとは呼べないかもしれないね」
A「じゃあ、やっぱり安倍首相の言うWIN-WINは間違いなんですか」
B「そうでもないんだよ。もう一つの意味で安倍首相の言葉のWIN-WINは理解できる。もし2.5％の自動車関税がさらに引き下げられたら、日本からアメリカへの輸出がまた増えるのは明らかだよね」
A「そしたら、アメリカの怒りは増幅しそうですね」
B「戦略的に日本がそれを避けたかどうかはわからないけれど、結果的にアメリカを刺激せずに終わったことで、胸をなでおろせたのは事実だったんだ」
A「もし自動車関税が2.5％よりも引き下げられていたらと思うと怖いですね」
B「一つだけ明確に日本にとって良かったことは、TPP12の段階で日本とアメリカが合意していた、日本へのコメの輸入の関税には触れられなかったことだ。つまり、2019年の日米の合意ではコメの関税率を引き下げることが入ってなかった」
A「おコメの生産って、日本農業の根幹ですものね。おコメは日本の地形や気候を生かした農産物として、もっとも適している一つって聞いたことがあります。日本経済の柱の一つですし、おコメの輸入を余儀なくされたら、農家にとって大打撃です。それを回避できてよかったと思います」
B「この貿易協定の合意で、トランプ大統領が日本に対して本当に満足したかは疑わしいところだね。2015年時点で日本からアメリカへの自動車の輸出は、輸出総額75兆6千億円のうちの15.9％だった。その自動車に対して、終始関税を25%に引き上げると脅し続けてきた。それを引き上げることなく温存したね。トランプ大統領の次の目標はコメの関税の引き下げだったんじゃないかな？　そのときまた自動車の関税を25％に引き上げようという脅しを使おうとしていたのかもしれない。交渉相手をおだてたり脅したり…、経営に長けた大統領だったからね」
A「バイデン大統領に変わったことで、この点は一安心ですね」
B「まあ、この点はね」

５．貿易政策２－中国に対して－
A「2018年に米中貿易戦争が勃発しましたよね」
B「そうだね。中国政府に対して、トランプ大統領は中国国内の産業への過剰な補助金をやめるようにと要求した。政府が産業をコントロールしたとみなしたからだね」
A「ただ、その要求については国の体制にも関係することなので中国側も拒否したんですよね」
B「中国からの輸入品に関しては、トランプ大統領は関税を何段階にも分けて引きあげた。中国からの輸入品が多すぎてアメリカの雇用が奪われていると判断したんだろうね。結局、トランプ大統領は2018年7月から4段階に分けて関税を引き上げている」
A「待ってください、いまインターネットで調べますから。え～と。ありました。2018年7月は818品目の総額340億ドルに対して関税を25％にまで引き上げてます。それから、翌月には総額160億ドルの284品目に対して、またその次の9月には総額2000億ドルの5745品目に対して関税を25％にしちゃっていますよ。第4回目は少し間をあけて2019年9月に3243品目総額1200億ドル分に対して関税を引き上げています。ただし、今度は関税を15％にしたようですが」
B「それに対する中国だって、そのまま黙ってはいない。アメリカからの輸入品に対して関税を引き上げたんだ。報復的な関税引き上げだね。お互いのチキンゲームになり、世界中が米中貿易戦争の行方を心配することとなった。ただ、中国からアメリカへの輸出のほうが多いため、中国のほうがダメージは大きかったね」
A「その関税引き上げもトランプ大統領の保護主義政策の一環だったんですか？」
B「その後の2019年12月にはアメリカも関税引き下げや引き上げ延期を実施し、一段落となったかに見えた」
A「トランプ大統領、一時期、新型コロナの感染を放置して、アメリカで感染者数が増え批判が高まりましたよね。そこにきて大統領選挙を意識したトランプ氏が、中国企業のアメリカでの活動禁止など打ち出したり･･･、両国の関係は混とんとしていったように思います。中国の大手企業は情報を中国政府に流すからと理由づけられていましたよね」
B「ちょっと言いがかりっぽいところもあったね。中国との経済対立はアメリカの大統領選挙の材料にも使われていたように思えたね。民主党のバイデンさんが大統領になったので、対中政策がどうなるのか、注目されるところだね」

６．在日アメリカ軍の費用負担―日本にとってはよくない？－
A「トランプ大統領の時、日本は在日アメリカ軍の費用を負担しなさいと要求されていましたよね」
B「アメリカは米軍を日本に駐留させ、東アジアの平和を守っている。日本については、日米安全保障条約で日本を守っている。だから、日本も駐留米軍の経費の一部を負担してきた。トランプ大統領は、その駐留米軍費について現在の2000億円を8000億円にしろと要求したんだ」
A「日米安全保障条約によって、他国に日本が攻められたときはアメリカが守ってあげることになっているのだから日本がアメリカ軍の費用を100%負担すべきだという主張でだったんですよね？」
B「トランプ大統領は同じ要求を韓国にも突き付けているね。韓国は在韓米軍の駐留費用の３分の１しか負担をしていないけれど、その割合を大幅に上げろと言っている」
A「日本は4倍の2000億円から8000億円だから、韓国の3倍の方がまだマシに思えます」
B「まあ、金額が違うからその点は何とも言えないね。アメリカ側は、韓国はアメリカの扶養家族ではなく同盟国なのだから、かつ世界でGDPが11位の経済大国なのだから当然という主張している」
A「日本にしても韓国にしてもこれは完全な経済問題となっているんですよね」
B「今となっては、これが単なるおどしで、他の要求をのませるための材料だったとも分からないけれどね。これは、トランプ大統領本人しかわからない。2020年以降の日本の駐留米軍の負担額がどのようになるのか、菅（すが）政権とアメリカのバイデン政権との交渉にゆだねるしかないね」

７．トランプ大統領の対外政策は成功したのか？
A「アメリカファーストで、アメリカが中国からの関税を引き上げましたよね。そうしたら中国が報復で関税を引き上げたように、アメリカの生産物を他国が買わなくなることもありうるんじゃないですか？」
B「短期的にアメリカは儲かっても、他の国の力を奪うと、他国の買う力がなくなる。アメリカも、自国内で経済が完結してしまうと、素晴らしい商品を生み出しても、自国の人口内にしか需要が限られない形になってしますよね。中国のような魅力的な経済市場で販売することができなくなってしまう」
A「中国も自分を中心とした経済圏を広げようとしていますよね。逆にそれが加速しちゃうんじゃないかと心配です。中国は一帯一路（いったいいちろ）といって、アジア、ヨーロッパ、アフリカにわたる大きな経済圏を作ろうとしていますし･･･」
B「そうだね。トランプ大統領のやり方だと、それに歯止めをかけるどころか加速させる心配もあるよね」
A「自国ファーストで争うのではなく、協調が大切なのかもしれませんね」
B「TPPのようなグローバルな自由主義は、他国からの輸入を増やしてしまうけれど、自国で何か素晴らしい商品を作り上げたら、それを買ってくれる市場が自国だけでなく、協定を結んでいる海外にまで広がるんだよね」
A「つまり、市場の大きさが拡大するということですね。トランプ大統領だってそのことくらいはわかっていたんじゃないんですか？」
B「何か戦略があったんだろうね。トランプ大統領は、自国の輸入を減らして輸出も減って自国内だけで収まろうとしたんだろうか･･･。いや、そうではなさそうだったよ」
A「えっ、どういうことですか？」
B「中国には貿易戦争を仕掛けて、中国からの輸入を減らすことを脅しとして使って、中国にアメリカからの農産物などの輸入を増やすよう迫った。駆け引きを行ったんだね。その結果、実際に中国はアメリカの農産物を購入したんだ」
A「そういえばそうでしたね」
B「また、アメリカが関税率を引き上げた分、中国内の企業に努力をさせてその分のコストを引き下げさせて生産させようという意図もあった」
A「でも、中国がそのまま黙っているとは思えませんよね」
B「実は、中国の研究開発力は抜群に高い。技術力、知力に秀でている中国がそのまま大人しくしているとは思えない。何たって有力ジャーナル掲載の研究論文数は世界一を誇っているからね。中国で技術力が高まり企業が強くなる可能性だって十分にある。現に、新型コロナウィルスの感染前、中国の経済はそれほど落ち込んでいなかったからね」
A「そう言われると、コロナ禍でも回復が目覚ましいですよね」

８．結び 
A「日本の防衛部門に関して、戦闘機を1兆円以上買い付けさせたり、在日アメリカ軍の駐留経費を日本が負担しろと要求したりとアメリカは強引でしたよね。実際、日本は防衛備品についてアメリカからの購入を増やしましたよね。保護貿易主義をとったうえ、トランプ大統領は他国には強い交渉で、しかも日本には飴と鞭でアメリカからの防衛備品の購入を増やさせてきたましたよね」
B「最初は何もわかっていないと批判されたトランプ大統領だったけれど、彼なりに自国が得するような経済政策を行ってきたわけだね。輸出を増やし輸入を減らすという基本戦略を実行してきた。トランプ大統領の経済政策の主張は荒唐無稽だといわれていたものの、サプライサイド経済学や伝統的なケインジアンの経済の仕組みに従って理のある政策であるだった」
A「したたかにアメリカ有利に事を進めてきたんですね」
B「2019年の日米貿易協定で、アメリカの農産物の日本への大幅輸出を勝ちとったトランプ大統領が次に本腰を入れてきそうだったのが在日米軍の駐留経費負担だった。2000億円弱だった日本の負担を4倍増やそうとしていたね」
A「でも、2020年の大統領選挙でトランプ大統領が負けてバイデン氏が勝ちましたよね。選挙後ももめていましたけれど･･･」
B「でも、それもほとんど片が付き、正式にバイデン大統領が誕生したね。さて、新たなバイデン大統領はどう出るかな？」
A「心配ですね」
B「もしその要求をし続けてくるとしたら、交渉が大切になるだろうね。ただ、その時でも、アメリカ側が交渉して損得ゼロで納得するようには思えない。落としどころとして、ある程度の利がアメリカにある所で決着を図ってくるからね」
A「必ずアメリカが勝つようになるんですね」
B「トランプ大統領は鉄鋼の関税を25％に引きあげ、日本をふるいあがらせたね。日本からの自動車輸入に関して25％の関税をかけるという脅しもあった」
A「それらをいつも持ち出してきましたよね。トランプ大統領はいつも涼しい顔できつい要求を日本にしてきました。バイデン大統領はどうでしょうね」
B「彼も自動車も段階的に引き上げるという要求をすまして言ってくるかもしれないね。それを題材に他の交渉を迫ってくるかもしれない。今後も日本はアメリカ外交には振り回されるかもしれないね」



第5章　バイデン政策
１．バイデン大統領の政策 
A「2020年11月の大統領選挙が近づくにつれて、それ以前は経済理論に立脚していたトランプ大統領の経済政策も迷走し始めたように感じました」
B「確かに、大統領選挙を意識したのか、コロナが収まっていないのに経済活動を再開させた。また、中国、イランに対して強硬姿勢を見せることで票を集めようとしていたね。特に中国に対してはアメリカにある中国領事館を閉鎖させて、お互いの領事館を閉鎖させる負の連鎖になってしまった」
A「コロナ禍以前は、トランプ大統領は基本的経済学そのものの経済政策をとっていたのに、大統領選挙前のトランプ大統領は何を目指して、どういう有経済政策を打とうとしているのか、わからなくなってしまいました」
B「新型コロナの感染で通常の経済政策が通用しなくなってしまったのは理解できるけれど、対外政策を含めて経済政策の迷走ぶりは目に余ったよね」
A「ところでバイデン大統領とトランプ前大統領の違いって何ですか？　バイデン大統領の政策について教えてください。トランプ大統領とどう違うのか･･･」
B「その違いの第1は、減税か増税かだね。富裕層への減税を行ったトランプ大統領に対して、バイデン大統領は増税を訴えていた。まず、個人所得税率37％をそれ以上に引き上げることを主張していたんだ」
A「アメリカの富裕層の所得税率は日本よりも低いですものね」
B「日本での所得の最高税率が45％であるのに、大金を稼いでいるアメリカの富裕層が37％だからね。また、資産取引課税も強化する方針だという。アメリカの上位１％の金持ちが全体の資産のうちの3割を所有しているという経済格差問題が深刻だからね。中間層が衰退する一方、富裕層は株価などの資産運用で儲けに儲けている」
A「そういえばアメリカの企業経営者の通常の収入も尋常じゃないですよね」
B「そうだね、収入面でも、CEOともなると退職金が数十億円とか数百億円とか尋常ではないね。その稼いだお金を株式などで資産運用するから、富める者はますます富むというわけだ」
A「バイデン氏はこの収入と資産運用にメスを入れようとしているわけですね。経済格差の是正を目指して」
B「経済格差の是正以外にもこの政策の目的があるよ。もう一つの目的として、政府の歳入を増やすことがあげられる。増税によって財源を確保することで、様々な政策が打ちやすくなるだろ」
A「民主党ですからケインズ経済学的な考え方なんですね」
B「バイデン大統領がやろうとしている第２のことは、法人税率を21％から28％に引き上げるということだ。企業活動の活性化を訴えてトランプ氏は法人税率を大幅に引き下げたけれど、それを再び引き上げる方向らしい」
A「政府の歳入を増やそうとしているからそれもケインズ経済学的ですね」
B「企業が儲けた分をそのまま設備投資に回せば経済の好循環が生まれるけれど、それを金融資産に回すと、例えば株式市場なんかでの運用に回すと、株価が異常に高くなってしまう。所得格差が生まれるだけでなく、実体経済と金融市場がより一層乖離してしまう危険があるんだ」
A「企業は設備投資をしてくれないと困りますよね」
B「個人所得税の増税と同様、法人税の増税は政府の歳入を増やして安定させる意味もあるね」
A「歳入が増えれば、公共投資や社会福祉の民生費などの政策に積極的にお金を回すことができますものね」
B「第3に、環境についても、バイデン大統領は重視するようだね。化石燃料関連の業界を重視して環境保全を二の次にしてきたトランプ大統領と違って、バイデン大統領は環境政策に力を入れるようだ」
A「環境にちゃんと配慮してくれるってよいことですね」
B「グリーンエネルギーなど化石燃料に頼らないエネルギーなどのインフラ整備に4年間で2兆ドルという巨額の投資を行うと言っているよ。コロナ禍で傷んだ経済への大きな投資効果にもなるだろうね。また、発電分野では、電力発電により、発生する温暖化ガスの排出量水準を15年間でゼロにするという方針も示している」
A「気候変動に対しての対処を行っていくみたいですね。環境軽視のトランプ氏に対して環境重視のバイデン氏といえそうですね。期待できますね」
B「第4に、雇用についても、バイデン大統領はトランプ大統領と異なる」
A「どういう点ですか？」
B「北米自由貿易協定は旧NAFTAと呼ばれた。そこではアメリカ、カナダ、メキシコの3国では貿易障壁が撤廃されていた。トランプ大統領は新NAFTAに無理に移行させたんだ。そこでは、自動車輸入の関税を維持する代わりにアメリカ製の部品を使うように他国に無理を強いていたんだよ」
A「トランプ大統領の独特なやり方ですよね。他国を犠牲にしてもアメリカの雇用を優先しようとしたんですね」
B「バイデン大統領は、4年間で4000億ドル分のアメリカ製品を政府が調達するとしている。国内の生産を増やし、雇用を維持したり、増大させるための政策だね。トランプ大統領の外国に犠牲を強いる政策に対して、バイデン大統領の政策は「バイ・アメリカン」で、伝統的な経済政策と言える。バイデン大統領の政策では、アメリカでの雇用を製造業で200万人増加させることにしているんだよ」
A「「バイ・アメリカン」って聞いたことあります。アメリカ政府が自国内の製品を優先的に購入するというものですよね」
B「そうだね。第５に、先端技術の投資への姿勢が挙げられるが、でも、これはバイデン大統領、トランプ大統領ともにあまり変わらなかった。先端技術への投資は、雇用を増やすとともに、技術進歩を加速できるので力を注ぐべきところなんだろうね。バイデン大統領の場合、５GやAIなどに54年間で3000億ドルを投資するという。この結果として300万人の雇用を生み出そうとしているんだ」
A「先端技術の開発はアメリカの未来にとって重要ですものね。それを開発するのに雇用が生まれれば一石二鳥ですね」
B「バイデン大統領の第6の政策である子育て介護についても、大統領選挙の際、両者の言い分はほぼ同じだった。減税を行い、施設数を増やし充実させるという内容だった。バイデン大統領の場合、公的な子育て介護施設の増強を図るとともに、最大8000億ドルの税額を免除するという公約を掲げた。福祉関係は両者とも力を入れざるを得ないからね」
A「では、バイデン大統領はTPPについては、どういう姿勢なんですか。トランプ大統領はTPPを離脱しましたよね」
B「それが微妙なんだよ。バイデン氏はTPP交渉に復帰することを目指しているという報道もあれば、慎重だという報道もある。TPPにアメリカが加われば、環太平洋の国々で自由貿易体制をより一層広域で形成することができるのは間違いないね」
A「大きな経済市場を作ることができるんですよね」
B「材料も安く手に入るし、商品も安く売れる。安価な商品を提供する他国をアメリカが恐れる必要があるかといえばそうではないだろう。マイクロソフト、フェイスブック、アマゾンなどの大手企業が既に世界経済を引っ張っている。知的財産権も交渉の一部に入っているので、それらの企業は脅かされるどころか、自由市場で他国に入りやすくなる。バイデン大統領にはアメリカを自由主義に戻し、世界の自由経済市場のリーダーになって欲しいなんて声が多いよね」

２．トランプ大統領との違い
B「民主党のバイデン大統領と共和党のトランプ大統領はその属する政党の考え方に基づいて、考え方が異なる話は既にしたよね」
A「でも、トランプの大統領の場合、アメリカファーストで、共和党の理念があるようには思えませんでしたけれどね。アメリカ国民も世界中の人たちも振り回された傾向がありましたよね」
B「まあ、そうだったね。通常、民主党は大きな政府の考え、共和党は小さな政府の考えと言われているんだ」
Ａ「トランプ大統領は、国境に壁を作ったり、輸入を制限したりという点では、政府が経済社会に大きくかかわるという政策をとりましたよね。大きな政府です。でも一方で、富裕層の所得を減税したり、企業への税金である法人税の減税を行いましたよね。それって、消費者や企業が経済の中で独自に活躍することで、経済市場の力を大いに発揮するよう促すことだから、小さな政府の考え方ですよね。混合していたって感じでした」
Ｂ「そうだね、ある時は大きな政府、ある時は小さな政府というように、トランプ大統領の場合、「大小政府ミックス」という考え方といってよい。もともとトランプ大統領は民主党からも選挙に出ようとしていたこともあるから、大きな政府と小さな政府の経済政策の違いを明確化せず、あいまいでよかったんだろうね」
Ａ「バイデン大統領はどんなスタンスなんですか？」
Ｂ「所得格差をなくすために、富裕層や企業に増税しようとしている。民主党は労働組合などをバックにしているため、労働者重視だね。一部の富裕層に集まり、そして企業に集まる富に対して増税することにより再分配しようとしている」
Ａ「増税は大きな政府の考え方に基づきますね」
Ｂ「日本や韓国との関係を良くしていこうというのは、貿易を促進することにもつながる。アメリカは輸入が増えることにつながるかもしれないけれど、超大国なんだから懐を広くしてほしいとも思うね」
Ａ「TPPにも復帰してほしいですよね。大きな政府の考え方といっても、市場での自由競争は基本でもあります。環太平洋の国々で市場を開放しあうのですから、環太平洋の国としては参加してほしいです」
Ｂ「アメリカが自国の利益を優先するアメリカファーストでなく、他国の利益もしっかり考えてくれると、世界はずっと良くなるかもしれないよね」

Ａ「今回はアメリカ経済について教えていただき、ありがとうございました。アメリカ経済ってわかっているようでわかっていませんでした」
Ｂ「こうやって解説すると僕も復習ができて勉強になるよ。また、聞きたいことがあったらどんどん聞きに来てね」
Ａ「その時はよろしくお願いします」
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